





















する明らかな焦点の集中は，1960 年代から 1970 年代にかけての，主要な会計ジャーナル誌におけ
る膨大な数の実験的財務会計研究をもたらした」，「この初期の研究への厳しい批判（例えば，
Gonedes & Dopuch, 1974）によって，1980 年代から 1990 年代初めにかけては，実験者の焦点は財
務会計の問題から遠ざかっていった」，「1990 年代中頃の初めには，実験的研究の復活があり，よ
り広い範囲の財務会計の論点についても焦点が当てられるようになった」（Libby et al., 2002, pp. 
775–776）．
このように，Libby et al.（2002）では，財務会計の実験的研究が 1960 年代に始まり，1980 年代
から 1990 年代の初めにかけて議論が衰退した時期を経て，1990 年代中頃から再び議論が活発化し
ていることが示されている．
































































Moden et al.（1997）と Akter et al.（1999）とがある．


















































（1981）や Milgrom & Roberts（1986）による初期的な自発的情報開示モデルの検証を目的とした実
験室実験を行っている（Ueeda & Takao, 2003, p. 25–26）．Ueeda & Takao（2003）は，野田（1999b, 
2001）と同様に，株主と経営者とからなるエイジェンシー関係における情報の非対称性とエイジェ
ントの情報開示行動とに関する会計の実験的研究である．すなわち，野田（1999b, 2001）や Ueeda 
& Takao（2003）の実験室実験は，Forsythe et al.（1989），King & Wallin（1990, 1991a, 1991b, 1995），





















































との有効性については，Friedman, D., & Sunder, S.（1994）でも指摘されているとおりである

















を論じている点が特徴である（野田，1999a, pp. 49–54）．さらに，Journal of Accounting Research 誌
に掲載されたエイジェンシー理論に基づく会計の実験的研究である DeJong, Forsythe, & Uecker
（DFU: 1985）と DeJong, Forsythe, Lundholm, & Uecker（DFLU: 1985）とを皮切りとして，実験経







Birnberg & Nath（1968），Dickhaut et al.（1972），Swieringa & Weick（1982），Berg et al.（1990），
Libby et al.（2001）という 1960 年代から 2000 年代に至る各年代ごとに発表された 5 つの文献を議
論の主軸としている．また，開示関連文献のサーベイとしては，先述した一連の欧米における情報
開示関連文献をさらに幅広くサーベイしている（上枝，2002，p. 128，図 2 を参照されたい）．また，





DeJong らの一連の実験的研究（DeJong, Forsythe, & Uecker, DFU: 1985, DeJong, Forsythe, & Lundholm, 
DFL: 1985, DeJong, Forsythe, Lundholm, & Uecker, DFLU: 1985），Dopuch et al.（1989）および Wallin







（“Experimental Research in Financial and Managerial Accounting” CPE: Continuing Professional 
Education, Workshop No. 30.）の内容をまとめたものである．ここでは，Geoffrey B. Sprinkle（Indiana 
University）による Managerial Accounting に関する実験的研究についての報告と Lisa Koonce（The 




















Forsythe et al.（1989），King & Wallin（1990, 1991a, 1991b），Chow et al.（1996）を取り上げている．
「完全開示モデル」は，これらの文献のすべてにおいて，「開示コストモデル」は，Chow et al.（1996）
において，「情報偏在モデル」は，King & Wallin（1991b）において，それぞれ検証されていること
が示されている（椎葉・高尾・上枝，2002，P. 47，表　補 -4 を参照されたい）．
Ⅱ．エイジェンシー関係に関する会計の実験的研究
1．エイジェンシー理論
Jensen & Meckling（1976）では，「われわれはエイジェンシー関係について，1 人あるいはそれ
以上の人びと（プリンシパル）が，他者（エイジェント）に対して自分たちのために何らかの奉仕
を遂行することを求める契約であって，それは意思決定における一定の権限を委譲することを含ん
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さらに Milgrom & Roberts（1986）による初期的な自発的情報開示モデルでは，「（1）経営者が虚偽
の情報伝達ができない，（2）経営者が私的情報をもつことが経済主体間の共有知識である，（3）情
報伝達に費用がかからない，という条件下で経営者がすべての私的情報を開示するような均衡（完


















ている一連の欧米における情報開示関連文献である，DeJong らの実験的研究（DeJong, Forsythe, & 
Uecker, DFU: 1985, DeJong, Forsythe, & Lundholm, DFL: 1985, DeJong, Forsythe, Lundholm, & Uecker, 
DFLU: 1985），Dopuch et al.（1989），Wallin（1992），Dopuch & King（1992），Dopuch et al.（1994），
11） 本稿で取り上げた，野田（1999a），上枝（2002，2004），Ueeda & Takao（2003）などを参照されたい．
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King & Wallin（1995），Dickhaut et al.（1995），King（1996），Potters & Van Winden（1996），
Forsythe et al.（1999），Ackert et al.（2000）なども，エイジェンシー関係における経営者の情報開
示行動あるいは会計監査に関する研究であると位置づけることができる．




いる．DeJong, Forsythe, & Lundholm（DFL: 1985）は，買い手（プリンシパル）が売り手（エイジェ
ント）によって提供されるサービスの水準を観察することができないというエイジェンシー関係に
おける，エイジェントのモラル・ハザード問題の影響を実証的に取り扱った最初の実験的研究であ
る．DeJong, Forsythe, Lundholm, & Uecker（DFLU: 1985）では，DFL（1985）の実験結果から明ら
かになった，モラル・ハザード問題のマイナス効果を潜在的に緩和すると考えられる二つの制度的
要因（すなわち①責任規定と②買い手による調査）の影響を検証している．























Potters & Van Winden（1996）は，Miller & Plott（1985）と同様に，情報の送り手と受け手とに
よるシグナリング・ゲームについての実験室実験を行っている．
















ジェンシー関係について論じた会計の実験的研究である Shah & Sunder（1999）と，その追従実験・
修正実験を行った後藤・音川・山地（2001）・山地・後藤（2005）とを詳しくサーベイする．
Shah & Sunder（1999）では，「実験的な環境下において，株主の富，CEO の報酬，この報酬の
企業業績への連動性，に対しての取締役会のメンバーの動機の作用について検証している」（Shah 
& Sunder, 1999, p. 1）．その結果，株主志向のコーポレート・ガバナンス構造の下では経営者志向の
コーポレート・ガバナンス構造よりもエイジェンシー・コストを低減できることが示された．
Shah & Sunder（1999）の実験室実験によって検証された仮説は，以下のとおりである（Shah & 





仮説 3：取締役によって保有される資本の比率が高いほど，その企業の CEO 報酬のレベルは低く
なる．
仮説 4：取締役によって保有される資本の比率が高いほど，その企業の CEO 報酬の業績連動性は
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高くなる．




実験結果から Shah & Sunder（1999）では，最大株主が取締役となる株主志向のコーポレート・
ガバナンス構造の下では，株主（プリンシパル），取締役（エイジェント・レベル 1），CEO（エイ
ジェント・レベル 2）という 3 段階のエイジェンシー関係から組織内のエイジェンシー関係をひと
つ減らすことができるので，その分エイジェンシ ・ーコストが削減できることが示されている（Shah 
& Sunder, 1999, p. 31）．













































山地・後藤（2005）では，仮説 1 ～ 4 ならびに拡張仮説 1 ～ 2 の実験結果については，後藤・音
































































15） Friedman & Sunder（1999）を参照されたい．
16） 例えば，Friedman & Sunder（1999）を参照されたい．
17） 例えば，Haynes & Kachelmeier（1998）や Libby et al.（2002）を参照されたい．
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Previous Studies on Experimental Research in Accounting 
— Literature of Experimental Research on Agency-Relationship —
Satoru MIZUTANI
ABSTRACT
Serious experimental research in accounting began in the 1960s and developed rapidly. At present, 
the research in this field has generated enormous quantity of data that has been compiled by many major 
accounting journals in the West.
In Japan, experimental research in accounting began only recently. However, it is expected to 
develop rapidly as one of the major approaches on positive accounting research in the future.
  The purpose of this study is to discuss the relevant issues for developing future studies on 
experimental research in accounting in Japan.
  This paper, particularly, focuses on the literature on “the agency relationship”, and surveys the 
previous studies conducted in Japan and other countries.
  This paper shows that many previous studies of experimental research in accounting on the 
agency relationship were biased toward the research on audit and disclosure. It insists that future 
studies of experimental research in accounting on the agency relationship be undertaken so that the 
stocks of research on reward system and governance structure are saved. 
  Further, this paper shows that many previous studies of experimental research in accounting on 
the agency relationship were biased toward research based on experimental economics. It also insists 
that future studies of experimental research in accounting be undertaken so that psychological approach 
can be adopted for experimentation.
